
別紙３

１　総括

　(1) 人件費の状況（普通会計決算）

　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、平成18年04月01日現在の人数である。

　(3) 特記事項

【給与の独自削減】

　　平成１７年度～平成２１年度までの５ヶ年を計画期間とする上ノ国町行財政改革計画『上ノ国町自立プラン』の

　推進により、全職員を対象に次のとおり給料及び手当の独自削減を実施している。

　　①給料の５％削減

　　②期末・勤勉手当の役付加算の全額凍結

　　③管理職手当の５０％削減

　　④特殊勤務手当の全額凍結（選挙事務手当を除く）

　　⑤給料を算定基礎額とする各種手当の給料削減に伴う波及分の削減

　(4) ラスパイレス指数の状況（各年04月01日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　 A 　　　 B/A給　　　料 職 員 手 当

(参考)　○

類似団体の平均
1人当たり給与費

１人当たり
給　与　費期　　末・

勤 勉 手 当
　　計　 B

歳　出　額 実 質 収 支 人　件　費 人 件 費 率

137,498千円 543,907千円 5,848千円 5,736千円平成18年度 93人 358,182千円 48,227千円

20.6%

給　　　　　　　与　　　　　　　費

平成18年度 6,569人 3,785,795千円 60,737千円 811,176千円 21.4%

区　　　分
職員数

区　　　分

上ノ国町の給与・定員管理等について

(参考)　○

　　　　 A 　　　　 B 　　　 B/A
前 年 度 の
人 件 費 率

住 民 基 本
台 帳 人 口
(年度末現在)

(H14)
96.1

(H14)
94.8

(H14)
96.0

(H19)
90.8

(H19)
92.6

(H19)
93.9

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

上ノ国町 類似団体平均 全国町村平均



　(5) 給与改定の状況

　　①月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分給与額をラスパイレス指数比較した平均給与月額である。

　　②特別給

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の

　　年間支給月数である。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成19年04月01日現在）

　　①一般行政職

（注）１　「平均給料月額」とは、平成19年04月01日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の

　　　　額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれてい

　　　　ないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　　②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成　～　年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支

　給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

(改定月数)

年　　　間
支 給 月 数

(参考)　○

国 の 年 間
支 給 月 数

人　　　事　　　院　　　の　　　勧　　　告

民間の支給

割合　　 A

公 務 員 の 較　　　差 勧　　　告

支給月数 B

　　　　 A 　　　　 B 　　　 A-B

区　　　分

　　　 A-B

(参考)　○

国の改定率
区　　　分

人　　　事　　　院　　　の　　　勧　　　告

民 間 給 与 公務員給与 較　　　差 勧　　　告

(改定率)

給与改定率

区　　　分 平均年齢

368,292円 353,578円

類　似　団　体

43.0歳

40.7歳

上　ノ　国　町

北　　海　　道

国

42.9歳 349,221円322,702円 375,602円

平均給与月額
(国ベース)

313,621円 404,562円 349,742円

平均給料月額 平均給与月額

383,541円325,724円 －

　 A/B

参考
区　　　分

公　　　　　務　　　　　員 民　　　　　間

平　均
年　齢

職員数
平均給料
月　　額

平均給与
月額　 A

平均給与
月額(国ﾍﾞｰｽ)

うち自動車運転手

北　　海　　道

平　均
年　齢

平均給与
月額　 B

対　応　す　る
民間の類似職種

326,440円 － － －

53.9歳

国

類　似　団　体

51.9歳 5人

58.8歳 2人

歳 人

上　ノ　国　町

うち用務員　　○

－

47.2歳 3人 285,333円 303,563円 309,758円 用務員 227,200円

388,100円 465,387円 419,308円 50.4歳 257,500円自家用自動車運転者

円 円 円 － － － －

－ － －48.8歳 5,193人 287,094円 － －

49.0歳 10人 274,483円 291,445円 284,071円 － － －

320,514円

うち自動車運転手

－

区　　　分

上　ノ　国　町

うち用務員　　○

参　　　　　考

年収ベース(試算値)の比較

公　務　員
　　　　 C

民　　　間
　　　　 D 　　　 C/D

2.22倍7,518,740円 3,386,400円

－ － －

5,044,663円 3,284,300円 1.53倍



　　③福　祉　職

　(2) 職員の初任給の状況（平成19年04月01日現在）

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成19年04月01日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成19年04月01日現在）

（注）１　上ノ国町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注）平成18年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

平均給与月額
(国ベース)

上　ノ　国　町 46.1歳 343,238円 365,736円 353,367円

区　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

円

国 歳 円 － 円

北　　海　　道 歳 円 円

円類　似　団　体 歳 円 円

区　　　分 上　ノ　国　町 北　　海　　道 国

一般行政職

技能労務職

福　祉　職

大学卒

高校卒

高校卒

中学卒

大学卒

高校卒

161,700円 円 172.200円

131,500円 140.100円円

131,500円

－

円

－

－

－

－

－

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

161,700円

131,500円

円

円

一般行政職
大学卒 252,900円 287,900円 330,200円

高校卒 207,700円 249,900円 297,400円

技能労務職
高校卒 － － －

中学卒 － － －

福　祉　職
大学卒 － － －

高校卒 － － －

区　分 標　　準　　的　　な　　職　　務　　内　　容 職員数 構成比

１　級

２　級

３　級

４　級

9人

4人

 定型的な業務を行う職務

 主査の職務及び特に高度な知識・経験を必要とする業務を行う職務

 主幹及び主査の職務

 課長等、主幹及び主査の職務

５　級

６　級

 課長等、主幹及び主査の職務

 課長等の職務

13.6%

6.1%

2人

12人

3.0%

18.2%

33.3%

25.8%

22人

17人

１級, 8.0%

２級, 18.2%

２級, 22.1%

２級, 14.7%

３級, 33.3%

３級, 27.9%

３級, 16.0%

４級, 25.8%

４級, 29.4%

４級, 10.7%

５級, 13.6%

５級, 11.8%

５級, 12.0% ６級, 26.6% ７級, 10.7%

１級, 3.0%

１級, 4.4%

６級, 6.1%

６級, 4.4%

８級, 1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H19

H18

H14



　(2) 昇給への勤務成績の反映状況

 監督する地位にある者の勤務成績についての証明をもって昇給に反映している

４　職員の手当の状況

　(1) 期末手当・勤勉手当

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

 一律支給

　(2) 退職手当（平成19年04月01日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成16～18年度に退職した職員に支給された平均額である。

　(3) 地域手当

　　（平成19年04月01日現在）

　　（平成22年度の制度完成時）

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

 支給実績(18年度決算)

 支給職員１人当たり平均支給年額(18年度決算)

千円

円

 勤 続 35 年

 最高限度額

 その他の加算措置

 (定年前早期退職特例措置　2～20％加算　　　　　　)

 勤 続 25 年

 (定年前早期退職特例措置　2～20％加算　　　　　　)

11,282千円 26,192千円

 １人当たり平均支給額

 最高限度額

 その他の加算措置

59.28月分

30.55月分

41.34月分

59.28月分

59.28月分

 勤 続 20 年

国

 (支給率) 自 己 都 合 勧奨・定年

上　ノ　国　町 北　　海　　道 国

 １人当たり平均支給額(18年度)

1,447千円

 １人当たり平均支給額(18年度)

千円

－

23.50月分

33.50月分

47.50月分

上　ノ　国　町

自 己 都 合 勧奨・定年 (支給率)

 勤 続 20 年

 勤 続 25 年

 勤 続 35 年

 (加算措置の状況)

 なし(凍結中)

 (18年度支給割合)

 (加算措置の状況)

(　　　)月分

勤勉手当

 (18年度支給割合)

月分

(　　　)月分

 (18年度支給割合)

期末手当

3.00月分

(　1.60)月分

勤勉手当

1.45月分

(　0.75)月分

 (加算措置の状況)　職制上の段階、

 職務の級等による加算措置　5～25％

期末手当 勤勉手当

3.00月分 1.45月分

(　1.60)月分 (　0.75)月分

期末手当

月分

23.50月分

33.50月分

47.50月分

59.28月分

30.55月分

41.34月分

59.28月分

59.28月分

支給対象地域 支 給 率

％

支給対象
職 員 数

国の制度
(支給率)

人 ％

支給対象地域 支 給 率
国の制度
(支給率)

％ ％



　(4) 特殊勤務手当（平成19年04月01日現在）

　(5) 時間外勤務手当

　(6) その他の手当（平成19年04月01日現在）

132千円

207千円

68千円

91千円

6,110千円

1,696千円

20,938円

90.30%

９種類

 支給実績(17年度決算)

 職員１人当たり平均支給年額(17年度決算)

 支給実績(18年度決算)

　　　　　　　　3,500円/月

課長職　　　　　5,400円/月

主幹・主査職　　4,600円/月

その他の職員　　4,000円/月

従事した日１日につき 230円
を超えない範囲

従事した日１日につき 230円
を超えない範囲

従事した日１日につき 230円

従事した日１日につき 230円

　　　　　　　　5,000円/月

　　　　　　　　3,000円/月

地上及び水面上10ｍ以上の足
場の不安定な箇所で行う作業

保健指導に関する業務

保育に関する業務

水道使用料の徴収、飲料水の
消毒及び水道現場作業等

町税の賦課及び徴収に関する
事務

伝染病が発生し又は発生する
恐れのある場合の処理業務

犬の捕獲又は殺処分作業

公共用地の取得若しくはこれ
に関連する交渉等の業務

手 当 の 名 称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

 支給実績(18年度現在)

 支給職員１人当たり平均支給年額(18年度決算)

 職員全体に占める手当支給職員の割合(19年04月分)

 手当の種類(手当数)

支　給　職　員
１ 人 当 た り
平均支給年額
(18年度決算)

手　　当　　名 内 容 及 び 支 給 単 価
国 の 制 度

と の 異 同

国の制度と

異なる内容

支 給 実 績

(18年度決算)

同

右の業務に従事した職員

右の業務を本務とする保健師

右の業務を本務とする保育士

 扶養手当

右の業務を本務とする職員

右の業務に従事した職員

 職員１人当たり平均支給年額(18年度決算)

7,188千円

128千円

6,987千円

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

次の被扶養者の数に応じ支給
・配偶者　　　　　13,000円
・配偶者以外の者　 6,000円
 ※配偶者の有無、配偶者以外の者
 　の年齢により加算あり

 寒冷地手当

・被扶養者のある世帯主：
　　　　　　　　22,540円/月
・被扶養者のない世帯主：
　　　　　　　　12.860円/月
・その他の職員： 8,600円/月

－ 2,053千円

同 － 8,814千円

136千円

・自家用車：24,500円/月限度
・交通機関：55,000円/月限度

 管理職手当
・課長職：給料月額の5％
・主幹職：給料月額の4％

異

 通勤手当 同

(国の場合)
　定額制

6,835千円

・借家等：月額家賃に応じ、
　　27,000円/月を限度に支給
・持ち家：5,000円/月

 住居手当 異
(国の場合)
 持ち家：
 2,500円(5年間)

 選挙事務手当

13,830千円－ 256千円

選挙の投票事務

選挙の開票事務
課長・主幹職　　6,000円/回

その他の職員　　5,000円/回

その他の職員　 15,000円/回

課長・主幹職　　9,000円/回

 高所作業手当

 保健指導業務手当

 保育業務手当

 水道業務手当

 税務手当

 伝染病防疫作業手当

 野犬掃とう作業手当

 用地取得等業務手当



５　特別職の報酬等の状況（平成19年04月01日現在）

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、平成19年04月01日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期(４年＝48月)勤めた場合におけ

　　　　る退職手当の見込額である。

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年04月01日現在）

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数である。

　　　２　〔　〕内は、条例定数の合計である。

<参考>
人口１万人当たり職員数　158.32人

105人 104人 △ 1人

〔 122〕人 〔 122〕人 〔　 0〕人

11人 11人

4人 4人

2人 2人

93人

5人

合　　　　　計

80人 79人 △ 1人

14人 14人

94人

5人

対　前　年
増　減　数

(算定方式)

主　な　増　減　理　由

任期毎

区　分 

 部　門

職　　　員　　　数

平成18年度 平成19年度

(19年度支給割合)

3.0月分

722,000円×4年×5.313

578,000円×4年×3.355

532,000円×4年×2.937

(１期の手当額)

 7,756,760円

 6,249,936円

(支給時期)

15,343,944円 任期毎

任期毎

／

／

／

3.0月分

普
通
会
計
部
門

一般行政部門

教　育　部　門

小　　　計

退職　△ 3人
採用　　 2人

<参考>
人口１万人当たり職員数　141.57人
(類似団体の人口１万人当たり職員数　125.11人)

円

355,000円

316,000円

301,000円 135,500円

200,000円

154,500円

410,000円

410,400円

円

／798,000円

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　道　事　業

下 水 道 事 業

その他の事業

小　　　計

副　町　長

収　入　役

備　　考

副　議　長

議　　　員

町　　　長

238,000円 

(　　　　　　　　　　　　円)

195,000円 

(　　　　　　　　　　　　円)

171,000円 

(　　　　　　　　　　　　円)

(19年度支給割合)町　　　長

副　町　長

収　入　役

議　　　長

議　　　長

副　議　長

議　　　員

報

酬

期
末
手
当

退
職
手
当

町　　　長

副　町　長

収　入　役

722,000円 

(　　　　　　　　　　　　円)

578,000円 

区　　　分
給　　　　　料　　　　　月　　　　　額　　　　　等

(参考)　類似団体における最高／最低額

給

料
(　　　　　　　　　　　　円)

532,000円 

(　　　　　　　　　　　　円)

／

／

624,000円



　(2) 年齢別職員構成の状況（平成19年04月01日現在）

　(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

　　①平成17年04月01日～平成22年04月01日における定員管理の数値目標

　【参考】上ノ国町における定員管理の数値目標（数・率）

　　②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年04月01日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。

△ 1人

△ 18人

区　　分

職 員 数 0人 1人 6人 17人 12人 5人 9人 12人 11人 10人 16人 1人 100人

20歳

未満 23歳

～

20歳 24歳

～

27歳 31歳

～

28歳 32歳

～

35歳 39歳

～

36歳 40歳

～

43歳 47歳

～

44歳 48歳

～

51歳 55歳

～

52歳 56歳

～

59歳 以上

60歳

計

平成17年04月01日
職　　 員　　 数

平成22年04月01日
職　　 員　　 数

純　　減　　数 純　　減　　率

105人 87人 18人 17%

計　　　画　　　期　　　間

始　　　期 終　　　期
数　値　目　標

平成17年04月01日 平成22年03月31日 18人の削減

△ 17人

区　分 

 部　局

平成17年

計画始期 1年目 2年目 3年目 4年目

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成17年～21年

計

(参考)　○

数値目標

一般行政

教　　育

公営企業
等 会 計

計
職 員 数

増　　減

職 員 数

増　　減

職 員 数

増　　減

職 員 数

増　　減

84人 80人 79人 人

人 －

△ 4人 △ 1人 人

人 －

人 (　29.4％)

人 (　 0.0％)

13人 13人

人 人 人

13人 人

11人 11人 11人 人

人 －

人 人 人

人 －

人 －

人 (　27.8％)

108人 104人

△ 4人 △ 1人 人

103人 人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

構成比

5年前の構成比



７　公営企業職員の状況

　(1) 水道事業

　　①職員給与費の状況

　　ア　決算

(参考)

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、平成19年03月31日現在の人数である。

　　イ　特記事項

【給与の独自削減】

　　平成１７年度～平成２１年度までの５ヶ年を計画期間とする上ノ国町行財政改革計画『上ノ国町自立プラン』の

　推進により、全職員を対象に次のとおり給料及び手当の独自削減を実施している。

　　①給料の５％削減

　　②期末・勤勉手当の役付加算の全額凍結

　　③管理職手当の５０％削減

　　④特殊勤務手当の全額凍結（選挙事務手当を除く）

　　⑤給料削減の波及による、給料を基礎額とする各種手当の削減

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成19年04月01日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

　　③職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

 (加算措置の状況)  (加算措置の状況)

 なし(凍結中)

(　 1.6)月分 (　0.75)月分 (　　　)月分 (　　　)月分

3.0月分 1.45月分 月分 月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1,745千円 千円

 (18年度支給割合)  (18年度支給割合)

上ノ国町(水 道 事 業) 町村(一般行政職・団体平均等)

 １人当たり平均支給額(18年度)  １人当たり平均支給額(18年度)

事　　業　　者 歳 － 円

団　体　平　均 歳 円 円

上　ノ　国　町 52歳 370,227円 558,742円

一般行政職の
平均1人当たり
給　 与　 費　 A 　　　 B/A

平成18年度 3人 12,552千円 1,410千円 5,235千円 19,197千円 6,399千円

職員数
給　　　　　　　与　　　　　　　費 １人当たり

給　与　費期　　末・
勤 勉 手 当

　　計　 B

(参考)　○

給　　　料 職 員 手 当

平成18年度 69,759千円 1,887千円 19,197千円 27.51% 31.0%

区　　　分

総費用に占める
職員給与費比率

　　　 B/A

前年の職員
給与費比率

区　　　分 平均年齢 平均給料月額 平 均 月 収 額

区　　　分

純損益又は
実 質 収 支

職員給与費

　　　　 B

総　費　用

　　　　 A



　　イ　退職手当（平成19年04月01日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成18年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　ウ　地域手当

　　（平成19年04月01日現在）

　　（平成22年度の制度完成時）

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

　　エ　特殊勤務手当（平成19年04月01日現在）

 選挙事務手当 右の業務に従事した職員

選挙の投票事務
課長・主幹職　　9,000円/回

その他の職員　 15,000円/回

選挙の開票事務
課長・主幹職　　6,000円/回

その他の職員　　5,000円/回

 水道業務手当 右の業務を本務とする職員
水道使用料の徴収、飲料水の
消毒及び水道現場作業等

　　　　　　　　3,500円/月

 保育業務手当 右の業務を本務とする保育士 保育に関する業務 　　　　　　　　3,000円/月

 保健指導業務手当 右の業務を本務とする保健師 保健指導に関する業務 　　　　　　　　5,000円/月

 高所作業手当 右の業務に従事した職員
地上及び水面上10ｍ以上の足
場の不安定な箇所で行う作業

従事した日１日につき 230円

 用地取得等業務手当 右の業務に従事した職員
公共用地の取得若しくはこれ
に関連する交渉等の業務

従事した日１日につき 230円

 野犬掃とう作業手当 右の業務に従事した職員 犬の捕獲又は殺処分作業
従事した日１日につき 230円
を超えない範囲

 伝染病防疫作業手当 右の業務に従事した職員
伝染病が発生し又は発生する
恐れのある場合の処理業務

従事した日１日につき 230円
を超えない範囲

 税務手当 右の業務に従事した職員
町税の賦課及び徴収に関する
事務

課長職　　　　　5,400円/月

主幹・主査職　　4,600円/月

その他の職員　　4,000円/月

手 当 の 名 称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

 職員全体に占める手当支給職員の割合(19年04月分) ％

 手当の種類(手当数) ９種類

 支給実績(18年度現在) 0千円

 支給職員１人当たり平均支給年額(18年度決算) 0円

支給対象地域 支 給 率
国の制度
(支給率)

％ ％

％ 人 ％

支給対象地域 支 給 率
支給対象
職 員 数

一般行政職
の　制　度
(支給率)

 支給実績(18年度決算) 千円

 支給職員１人当たり平均支給年額(18年度決算) 円

 １人当たり平均支給額  １人当たり平均支給額

0千円 0千円 千円 千円

 その他の加算措置  その他の加算措置

 (定年前早期退職特例措置　2～20％加算　　　　　　)  (退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　)

月分 月分

 勤 続 35 年 47.50月分

 最高限度額 59.28月分 59.28月分  最高限度額

59.28月分  勤 続 30 年

月分 月分

月分 月分

月分 月分

 勤 続 25 年 33.50月分 41.34月分  勤 続 25 年

 勤 続 20 年 23.50月分 30.55月分  勤 続 20 年

上ノ国町(水 道 事 業) 町村(一般行政職・団体平均等)

 (支給率) 自 己 都 合 勧奨・定年  (支給率) 自 己 都 合 勧奨・定年



　　オ　時間外勤務手当

　　カ　その他の手当（平成19年04月01日現在）

　　④定員管理の数値目標及び進捗状況

　上記【６　職員数の状況(3)】に含まれているため未掲載

 寒冷地手当

・被扶養者のある世帯主：
　　　　　　　　22,540円/月
・被扶養者のない世帯主：
　　　　　　　　12.860円/月
・その他の職員： 8,600円/月

268千円 89,467円

120千円 60,000円

438千円

同 －

同 － 49,200円

 管理職手当
・課長職：給料月額の5％
・主幹職：給料月額の4％

同 －

 通勤手当
・自家用車：24,500円/月限度
・交通機関：55,000円/月限度

219,234円

98千円

 住居手当
・借家等：月額家賃に応じ、
　　27,000円/月を限度に支給
・持ち家：5,000円/月

同 －

支 給 実 績

(18年度決算)

支　給　職　員
１ 人 当 た り
平均支給年額
(18年度決算)

 扶養手当

次の被扶養者の数に応じ支給
・配偶者　　　　　13,000円
・配偶者以外の者　 6,000円
 ※配偶者の有無、配偶者以外の者
 　の年齢により加算あり

同 － 402千円 201,000円

手　　当　　名 内 容 及 び 支 給 単 価
一般行政職
の　制　度
と の 異 同

一般行政職
の 制 度 と
異なる内容

 支給実績(18年度決算) 24千円

 職員１人当たり平均支給年額(18年度決算) 8千円

 支給実績(17年度決算) 107千円

 職員１人当たり平均支給年額(17年度決算) 36千円


